
表面加
工

はい／いいえ ƒアルコール類を濃度30％未満で使用している。

はい／いいえ „損紙等（光沢加工工程から発生する損紙、残紙、残フィルム）
の製紙原料等へのリサイクル率が80％以上である。

製本加
工

はい／いいえ …窓、ドアの開放を禁止する等の騒音・振動の抑制策を講じてい
る。

はい／いいえ f損紙等（製本工程から発生する損紙）の製紙原料へのリサイク
ル率が70％以上である。

備考） 内容に関する問合せに当たって必要となる項目や押印等の要否については、様式の変更等

を行うことができる。

] 目標の立て方

当該年度に調達する印刷（他の役務の一部として発注される印刷を含む。）の総件数に占める基

準を満たす印刷の件数の割合とする。

20`３ 食堂

\ 品目及び判断の基準等

食堂 【判断の基準】

〇庁舎又は敷地内において委託契約等により営業している食堂にあって
は、次の要件を満たすこと。

{生ゴミを減容及び減量する等再生利用に係る適正な処理が行われるも
のであること。

|繰り返し利用できる食器が使われていること。

【配慮事項】

{生ゴミ処理機等による処理後の生成物は肥料化、飼料化又はエネルギー
化等により再生利用されるものであること。

|生分解性の生ゴミ処理袋又は水切りネットを用いる場合は、生ゴミと一
緒にコンポスト処理されること。

}食堂で使用する食材は、地域の農林水産物の利用の促進に資するもので
あること。

20`４ 自動車専用タイヤ更生
\ 品目及び判断の基準等

自動車専用タイヤ
更生

【判断の基準】
〇次のいずれかの要件を満たすこと。
{第一寿命を磨耗終了した自動車専用タイヤの台タイヤ（ケーシング）
に、踏面部のゴムを張り替えて機能を復元し、更生タイヤとして第二
寿命における使用を可能にするものであること。

|再生することなく再溝切り（リグルーブ）が可能であること。
【配慮事項】
{ラジアル構造の推奨等製品の長寿命化に配慮されていること。
|走行時の静粛性の確保に配慮されていること。
}製品の梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時
の負荷低減に配慮されていること。

備考） 本項の判断の基準の「自動車専用タイヤ更生」において対象とするタイヤは、「小形トラッ
ク用タイヤ」「トラック及びバス用タイヤ」「産業車両用タイヤ」及び「建設車両用タイヤ」と
する。

] 目標の立て方
当該年度に調達する自動車専用タイヤ更生（自動車整備の一部として調達されるものを含む。）
の総件数とする。

20`５ 自動車整備
\ 品目及び判断の基準等

自動車整備 【判断の基準】
{自動車リサイクル部品（リユース部品（使用済自動車から取外され、品
質確認及び清掃等を行い商品化された自動車部品をいう。）又はリビルド
部品（使用済自動車から取り外され、磨耗又は劣化した構成部品を交換、
再組み立て、品質確認及び清掃等を行い商品化された自動車部品をい
う。）をいう。）が使用されていること。

|エンジン洗浄を実施する場合にあっては、以下の要件を満たすこと。
ア．大気汚染物質（炭化水素及び一酸化炭素）がエンジン洗浄実施前後
において、20％以上削減されること。
なお、エンジン洗浄を実施すべき自動車の状態については、大気汚
染物質の発散防止のために通常必要となる整備の実施後において、炭
化水素測定器及び一酸化炭素測定器による炭化水素及び一酸化炭素の
測定結果が、表の区分ごとの値を超える場合とする。
イ．エンジン洗浄の実施直後及び法定12ヶ月点検において判断の基準の
効果を確認し、通常必要となる整備が適切に実施されており、かつエ
ンジン洗浄実施前の測定値から20％以上削減されていなかった場合、
無償で再度エンジン洗浄を実施する等の補償を行う体制が確保されて
いること。

【配慮事項】
{製品の梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時
の負荷低減に配慮されていること。

|エンジン洗浄の環境負荷低減効果に係る情報の収集・蓄積が図られてい
ること。また、エンジン洗浄に関する環境負荷低減効果や費用等に係る
詳細な情報提供を積極的に行うとともに、当該情報が開示されているこ
と。

}ロングライフクーラントの再利用に努めていること。
~自動車整備に当たって、使用するエネルギーや溶剤等の資源の適正使用
に努め、環境負荷低減に配慮されていること。
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備考）１ 会議等において提供される飲物等を庁舎又は敷地内において委託契約等により営業して

いる食堂・喫茶店等の飲食店から調達する場合は、本項の判断の基準を準用する。

２ 配慮事項}における「地域の農林水産物の利用」とは、「地域資源を活用した農林漁業者

等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（平成22年法律第

67号）第25条の趣旨を踏まえ、国内の地域で生産された農林水産物をその生産された地域

内において消費すること及び地域において供給が不足している農林水産物がある場合に他

の地域で生産された当該農林水産物を消費することをいう。

] 目標の立て方

当該年度に調達する基準を満たす食堂の総件数とする。
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